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「命令と処分による「日の丸・君が代」の強制をやめ、『10・23通達』 

に基づく処分の取り消しと児童・生徒の人格を保障する教育行政を求める 

要請」に対する回答について 

 

 

 

貴会から令和８年３月30日付けで提出された標記要請及び要請書提出時の追加質問等

について、別紙のとおり回答します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                       

 東京都教育庁総務部総務課広聴担当 

 電話０３－５３２０－６７３３（直通） 



別 紙 

Ⅰ 「日の丸・君が代」不当処分撤回を求める被処分者の会 東京「君が代」裁判原告団 

 

＜要請事項＞ 

 

１ ４月の入学式で「国歌斉唱」を行わないこと。 

 

（回答） 

学習指導要領では、「入学式や卒業式などにおいては、その意義を踏まえ、国旗を掲揚す

るとともに国歌を斉唱するよう指導するものとする。」と示されています。 

（所管 指導部指導企画課） 

 

２ 都教委が 2003年 10月 23日に発出したいわゆる「10.23通達」に基づく新たな懲戒処

分を行わないこと。 

 

（回答） 

卒業式等における職務命令違反については、最高裁判決を踏まえて適切に対処します。 

（所管 人事部職員課） 

 

３ 「10.23通達」を撤回すること。また同通達に基づく一切の懲戒処分・厳重注意等を取

り消すこと。 

 

（回答） 

これまでに出された裁判所の判断において、都教育委員会が平成 15年 10月 23日付けで

発出した、「入学式、卒業式等における国旗掲揚及び国歌斉唱の実施について（通達）」は、

旧教育基本法第 10条第１項にいう「不当な支配」には該当しないとされています。よって、

本通達を撤回する考えはありません。 

卒業式等における職務命令違反を理由とした懲戒処分の取消しや撤回は、考えておりま

せん。 

（所管 指導部指導企画課、人事部職員課） 

 

４ これまでのすべての再処分を撤回すること。 

 

（回答） 

卒業式等における職務命令違反を理由とした懲戒処分の取消しや撤回は、考えておりま



せん。 

（所管 人事部職員課） 

 

５ 職務命令違反を唯一の理由にした「再任用打ち切り」と「時間講師不合格」を撤回す

ること。 

 

（回答） 

再任用打ち切りを撤回する考えはありません。 

時間講師の任用に当たっては、東京都公立学校時間講師採用候補者選考募集要項に基づ

き、適切に実施しています。不合格を撤回することはありません。 

（所管 人事部選考課、人事部職員課） 

 

６ 「入学式、卒業式等における国旗掲揚及び国歌斉唱について」（平成２４年１月２４日）

の都教委の「議決」を撤回すること。 

 

（回答） 

国歌斉唱時の起立斉唱等を教員に求めた職務命令が合憲であることは平成 24 年１月 16

日の最高裁判決でも改めて認められたところです。この判決を受け平成 24 年１月 24 日の

臨時教育委員会において、「一人一人の教員が、教育における国旗掲揚及び国歌斉唱の意義

と教育者としての責務を認識し、学習指導要領に基づき、各学校の入学式、卒業式等にお

ける国旗掲揚及び国歌斉唱が適正に実施されるよう、万全を期していく」ことを委員総意

の下に確認し、「入学式、卒業式等における国旗掲揚及び国歌斉唱について」が議決されま

した。本議決を撤回する考えはありません。 

（所管 指導部指導企画課） 

 

７ 卒業式、入学式で処分を受けた教職員を対象とした「服務事故防止研修」を行わない

こと。 

 

（回答） 

懲戒処分の原因となった服務事故の再発を防止するため、関係規定に基づき、懲戒処分

を受けた者に対し、服務事故再発防止研修を実施します。 

（所管 人事部職員課） 

 

８ 都教育庁関係部署（人事部職員課、指導部指導企画課、指導部高等学校教育指導課、

教職員研修センター研修部教育経営課など）の責任ある職員と該当者及び被処分者の会・



同弁護団との話し合いの場を設定すること。 

 

（回答） 

請願・要請については、総務課を通じて御意見をお聞きするとともに、請願については、

主管課において趣旨を慎重に検討の上、その結果を請願者に通知し、また、要請について

は、必要に応じて回答を行っております。今後も同様に対応してまいります。 

（所管 指導部指導企画課、指導部高等学校教育指導課、人事部職員課、教職員研修セン

ター） 

 

９ 昨年 7月 31日に出された、東京「君が代」裁判第五次訴訟判決に対する控訴を取り下

げること。 

 

（回答） 

東京地裁での判決内容を検討し、都教委における懲戒処分の正当性を主張するために控

訴しているものです。 

（所管 人事部職員課、指導部指導企画課） 

 

10 1月 28日の要請のうち、2025年 6月に採択された CEART勧告についてのみ、東京都及

び教育庁で初めて受け取った部署の回答がないのはなぜか。その理由と回答を求める。 

 

（回答） 

要請時点では受け取っていなかったため。 

（CEART勧告（2025年 6月）について東京都で初めて受け取った部署はどこか。） 

2025年 6月については教育庁人事部勤労課で受けています。 

（CEART勧告（2025年 6月）について教育庁で初めて受け取った部署はどこか。） 

2025年 6月については教育庁人事部勤労課で受けています。 

（所管 人事部勤労課） 

 

11 本要請書を教育委員会で配布し、慎重に検討・審議し、回答すること。 

 

（回答） 

既に方針が決定済みの事項であることから、東京都教育委員会事案決定規程等に基づい

て回答します。教育委員会への報告及び教育委員会での審議は行いません。 

（所管 指導部指導企画課、人事部職員課、人事部選考課、教職員研修センター） 

 



Ⅱ 追加質問及び要請 

 

１ 「被処分者の会」要請事項９関連 

都教委は「10.23通達」や起立斉唱の職務命令について、これまで最高裁判例を主張の

根拠としてきた。４回の不起立に対する減給処分の取り消しは最高裁判例は確立されて

いる。しかしながら、今回都教委は４回の不起立に対する減給処分取消の判決に対して

控訴している。最高裁判例と異なる判断であり、ダブルスタンダードと言わざるを得な

い。 

都教委は、最高裁判例に従うという方針を変えたのか、ダブルスタンダードなのか。

最高裁判例に反して控訴した理由は何か。 

 

（回答） 

東京地裁での判決内容を検討し、都教委における懲戒処分の正当性を主張するために控

訴しているものです。 

（所管 人事部職員課、指導部指導企画課） 

 

２ 都が行った処分が裁判により取り消され、都は誤った行政をしていたことが明らかに

なった。都は都民に謝罪するべきだ。 

 

（回答） 

判決が確定した事案については、当該各事案に係る判決の内容に応じて、必要な対応を

行っています。謝罪する考えはありません。 

なお、卒業式等における職務命令違反を理由とした懲戒処分の取消しや撤回は、考えて

おりません。 

（所管 人事部職員課、指導部指導企画課） 

 

３ 他団体の要請では広報統計課長し出席せず、所管課の課長が出席すると聞いたが、「被

処分者の会」の要請に際して、都教育庁関係部署（人事部職員課、指導部指導企画課、

指導部高等学校教育指導課、教職員研修 センター研修部教育経営課など）の課長など所

管課の責任ある職員が要請の場に出られなかった理由は何か。 

 

（回答） 

今後の要請への対応につきましては、引き続き総務課の広聴業務の一環として対応して

まいります。可能であれば広報担当課長が出席いたしますが、やむを得ない事情で出席で

きない場合につきましても、総務課を通じて御意見をお聞きいたします。 



（所管 人事部職員課、指導部指導企画課、指導部高等学校教育指導課、教職員研修セン

ター） 

 


